
集計期間 2024(R6)/10/9～2024(R6)/10/31

回答数 123 A

境港市職員数※１

管理職※２
管理職以外

※３

会計年度
任用職員

※R6/10/9時点

62 198 347

全体回答割合
※１．特別職（市長、副市長、教育長）を除いた数
※２．課長補佐級以上
※３．再任用職員、任期付職員含む

★集計の回答割合は、小数点以下を四捨五入しています。

Q1．職位について

回答 回答数
回答割合

(回答数/A)
職員回答
割合※４

1.管理職 37 30% 60%
2.管理職以外 78 63% 39%
3.会計年度任用職員 8 7% 2%

※４．職員の内訳での回答割合

Q２．ハラスメント行為を受けたと感じたことがあるかについて

回答 回答数
回答割合

(回答数/A)
1.ある 33 27%
2.ない 90 73%

Q３．ハラスメント行為を見たことがあるかについて

回答 回答数
回答割合

(回答数/A)
1.ある 40 33%
2.ない 83 67%

　昨今、地方議員や地方自治体の首長という公選職である立場の者から、地方自治体職員へのハラスメントが多く取りざたされております。そのような状
況も鑑み、境港市議会では、自らの行いを省みるため、特別職を除く境港市全職員を対象とした「現職議員からのハラスメントにかかるアンケート調査」
を実施しました。その結果を公表します。

対象者数(人) 607

20%

境港市議会 現職議員からのハラスメントにかかるアンケート調査 集計結果
令和６年(2024年)11月22日
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★Q４～７は、Q２またはQ３で「ある」と回答した方のみを対象としています。

Q４．「受けた」または「見た」ハラスメント行為について 複数回答可

回答 回答数
回答割合

(回答数/B)
1.暴力 0 0%
2.恫喝（どうかつ） 7 8%
3.脅迫（きょうはく） 0 0%
4.理不尽な要求 17 19%
5.高圧的な態度 37 41%
6.長時間の拘束 10 11%
7.同調するよう圧力をかける 7 8%
8.身体への接触 0 0%
9.性的な発言や強要 0 0%
10.容姿に関する発言 4 4%
11.私生活への介入 2 2%
12.妊娠や出産に関する発言 0 0%
13.その他 6 7%
計 90 B

Q５．ハラスメント行為による業務への支障について

回答 回答数
回答割合

(回答数/C)
1.支障があった 23 51%
2.支障はなかった 6 13%
3.わからない 16 36%
計 45 C

Q６．ハラスメント行為があった際の対応について 複数回答可

回答 回答数
回答割合

(回答数/D)
1.行為者に抗議した 0 0%
2.上司に相談した 12 23%
3.同僚・他の職員に相談した 4 8%
4.専門機関に相談した 3 6%
5.特に何もしなかった 28 54%
6.その他 5 10%
計 52 D
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2.恫喝（どうかつ）

3.脅迫（きょうはく）

4.理不尽な要求
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6.長時間の拘束
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8.身体への接触

9.性的な発言や強要

10.容姿に関する発言

11.私生活への介入

12.妊娠や出産に関する発言

13.その他

Q４．「受けた」または「見た」ハラスメント行為（回答数）
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Q７．Q６で「特に何もしなかった」と回答された方に理由をお伺いします。 複数回答可

回答 回答数
回答割合

(回答数/E)
1.相談しても解決しないと思ったから 11 20%
2.こわくて言えなかったから 2 4%
3.立場が悪くなりそうだから 8 15%
4.業務に支障が出るから 5 9%
5.我慢したほうがいいと思ったから 7 13%
6.受けた本人が、対応を求めていなかったから 7 13%
7.受けた本人が行動すると思っていたから 0 0%
8.相談する体制がないから 8 15%
9.何かするほどでもないと思ったから 3 5%
10.その他 4 7%
計 55 E

Q８．ハラスメント防止対策について 複数回答可

回答 回答数
回答割合

(回答数/A)
1.議員の意識改革、意識啓発、教育の実施 93 76%
2.十分な調査、処分規定などのルール化 64 52%
3.ハラスメントに対処する体制づくり 55 45%
4.相談窓口の設置 41 33%
5.弁護士等第三者の関与 35 28%
6.特にない 7 6%
7.その他 7 6%
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1.議員の意識改革、意識啓発、教育の実施

2.十分な調査、処分規定などのルール化

3.ハラスメントに対処する体制づくり

4.相談窓口の設置

5.弁護士等第三者の関与

6.特にない

7.その他

Q８．ハラスメント防止対策（回答数）
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1.相談しても解決しないと思ったから

2.こわくて言えなかったから

3.立場が悪くなりそうだから

4.業務に支障が出るから

5.我慢したほうがいいと思ったから

6.受けた本人が、対応を求めていなかったから

7.受けた本人が行動すると思っていたから

8.相談する体制がないから

9.何かするほどでもないと思ったから

10.その他

Q７．Q６で「特に何もしなかった」と回答された理由
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【クロス集計項目】

回答
1.
管理職

2.
管理職以外

3.
会計年度
任用職員

回答数 37 78 8

回答数 37 78 8
33 17 16 0

1.ある 28 14 14 0
2.ない 5 3 2 0

90 20 62 8
1.ある 12 2 10 0
2.ない 78 18 52 8

回答数
回答割合

(回答数/A)
  回答割合
(回答数/
職員数)

45 37% 7%

回答数

  回答割合
(回答数/
管理職と回
答した数)

  回答割合
(回答数/
管理職数)

19 51% 31%

回答数

  回答割合
(回答数/
管理職以外と
回答した数)

  回答割合
(回答数/
管理職以外
数)

26 33% 13%

会計年度任用職員と回答した方の内、Q２とQ３のどちらか一方でも「ある」と答えた方は、いらっしゃいませんでした。

管理職以外と回答した方の内、Q２とQ３のどちらか一方でも「ある」と答
えた数

全回答の内、Q２とQ３のどちらか一方でも「ある」と答えた数

管理職と回答した方の内、Q２とQ３のどちらか一方でも「ある」と答えた数

回答
1.ある

2.ない

Q1．職位について

Q２．ハラスメント行為を受けたと感じたことがあ
るかについて
×
Q３．ハラスメント行為を見たことがあるかについ
て
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